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国鉄東海道線列車電話に採用した方式は,列車と地上設備を棒超短波FM式無線機をもって接続し･この通

話を東京,静岡,名古屋,大阪の4統制局に貴かれる交換機へ

頗台より

線して電電公社市外台より公衆電話を,国鉄

務電話を行うもので,さらに全系統としてはアプローチ回線と呼ぷケーブル搬送を主体とする地

上基地局と統制局閃の何線およびマイクロウエーブを利用した統制局聞を接続する中継回線お

どから構成される｡

無線機器,搬送,信号機器および交換機器の内容詳細に

な線回跡

しては,その設計製作を相当された日立製作所講

氏が別稿論文で説明されるので本文は列車電話の全体をまとめて説明した｡

第1節 緒言では列車電話の基本条件を,第2節では回線設計を,第3節でほ通信方式を,第4節では使用

状況を述べた｡

l.緒 口

東海道線にビジネス特急｢こだま｣が登場してから約2年になるが

国鉄ではその好評に応えて｢つばめ｣｢はと｣も同じ電申としてスピ

ードアップして,これに｢第一つばめ｣｢第二つばめ｣として上下8本

の電車特急を走らせ,無線電話による列中電話を設備し,7月1日か

務用通信を開始した｡さらに8月20日からは, 公社から公

話取扱いの委託を受け,∬･般公衆電話のサービスも始め,名実とも

に｢ビジネス特急｣にふさわしい特急列車を完成することができた｡

列車電話は長い間,世間からも待望されていたもので,国鉄とし

ても終戦後間もなく調査を開始し,研究を重ねてきたものである｡

今回完成した東海道線列中電話は,とりあえず特急電車8編成の

みについて実施してあるが,その規模の大きさ,方式の斬新さにお

いて,わが はもとより世界的にも始めての施設であり,列車電話

に新しい方式を提供し得たものと信じている次第である｡

列車電話の基本的条件としては次の諸項に立脚して構想が立てら

れた｡

(1)回線品質としては｢東海道線全線の間,トンネルを除く地

域の95%以上がS/N比35dB以上であること｣を目 とした｡

(2)トソネル内およびS/N比の恋い箇所は,次期の工事計画

で改善が容易であるように置局計画を考える｡

(3)公衆電話と鉄道電話は当然非接続でなければならないが,

施 の主要部は共用を計り経済性を確保するた鋸こ公衆 務の選

択は自動的に行われ,おのおのの交換台と接続される必要がある｡

(4)業務用としては一斉呼出,非常呼出が可能である｡

2.回 線 設 計

2.1経 過

国鉄では昭和30～33年の間,列車無線方式について,学界,民間

の権威者より成る委員会を構成して研究を行った結果,超短波帯周

波数を使う無線方式とし,基地局ゾーソの分割ほ小ゾーン方式が好

ましいという 果が行られた｡さらに東海道全線について,150Mc

帯周波数による電波伝ばん 験などを行って,列申撫線電話に関す

る基礎を固めてきた｡その後｢こだま｣｢つばめ｣の電車特急の時刻

改正を 棟として,公衆ノ乱 務用を兼ねた列車無線電話を施設する

ことが決定され,周波数は400Mc帯,
*
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という具体的設計がなされた｡

なお,列車電話の方式としては周知のとおり,誘導無線方式と空

間波無線方式の二種類があり,今回実施においてもいずれを採用す

べきかは各角度より検討された結果,後者の空間波無線方式を採用

することに決定した｡すなわち,東海道線には誘導無線として一番

利用しやすい架空通信線が全線にわたっては無いこと,および 化

区間では誘導無線方式では郁音が多いこと,また通話路数を多く取

れないなどの即由から誘導無線方式より空間波無線方式が適Lてい

るという結論が得れた次第である｡

2.2 基地局ゾーンの分割

東海道線列車無線のような長距離移動無線にあっては,全体をい

くつかの無線ゾーンに分割し,その間をスムースに通話を継続でき

るようにする必要があるが,この無線ゾーンの単位を大きくするか

小さくするかによっていわゆる大ゾーン方式と′｣＼ゾーン方式とが考

えられる｡

たとえば東海道線全体を駒ヶ岳,本官山,比軌l-1の三箇所の無線

局により大きく3分割するような計画は大ゾーン方式であり,この

場合無線局は高い山の‥順となる｡一方無線局をほとんど平地に近

く設け,全体を10～20に分割して基地局ゾーンを小さくする方式

は小ゾーソ方式となる｡また大ゾーン方式は,ゾーンの境目が少な

いので通話継続力 である反面,閉塞単位が大きいた捌こ電波の利

用率は悪くなる｡一方,小ゾーソ方式は通話中ゾーンの境目を通過

するひん度が大きいので交換方式にくふうを要するが,必要なトラ

フィックに対して電波の利用率がよく,また筐局位置が低いため保

守が楽となる｡国鉄としては以上の点ならびに現有設備の利用度を

もあわせ考え小ゾーン方式を採用することに決定した｡

2.3 置局につし､て

小ゾーソ方式による臣局を考える場合,なるべく国鉄既設の建物

などを利用したいこと,特に京阪マイクロに対L有利に接続できる

ことを考慮した｡一方次期計画においてトソネル対策を有利ならし

めるため,主要トンネルに対してできるだけ近くに置局を行い,

400Mc帯送信出力を直接分岐して導入することも考慮した｡かくし

て過 における150Mc帯の伝ばん試 などを参考にして一応の置

局計画を立案した上,さらに昭和34年9月に400Mc帯による伝ばん

試験を東海道全線にわたって 施した｡その結果によれば,東京,戸

塚,真鶴,画商,用宗,金谷,浜松,豊橋,岡崎,名古
,米原,

大浄,東山および大阪の14局に地上無線設備を置けば電界強度がお
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おむね30dB以上得られることがわかっ

たので,以上の14箇所に地上設備(基地

局)を置くこととした｡

3.通 信 方 式

3.1通信の構成

東海道線をいくつの交換ゾーンに分け

るかについては業務通信の流れが鉄道管

理局を中心として行われることから,東

京,静岡,名古屋,大阪を取扱交換所と

し,すべての通信はこの4箇所を経由し

て行うことにした｡

また,公衆通信の流れは電 公社は束

京,名古屋,大阪を中心に行うので,静

岡の交換扱いの通信を東京に中継するこ

ととし,全体の構成を弟1図のとおり形

成した｡

通話方式はもちろん同時送受話方式と

し,無線機は無通 時は基地局は送信状

鉄道電子機器 日立評論別m第39号

態であり,移動局の送信は停止している｡

各列車に対しては公衆,業務別の個別選択呼出,業務用一斉呼出

および非常呼出を可能とし その信号は帯域内周波数組合わせ方式

としてある｡移動局の信号受信回路にほバイプレーティソグリード

セレクタを使用している｡

周波数配置は,長大な区間に対して良好なサー∴ビスを提供するた

第1図 列車電話接続系統図

めに,隣接する基地局のサービス範囲が

あるので,隣接する

復してカバーする必要が

地局は亙に異なる周波数を割り当てて,移動

局ほこの2周波を感度のよいほうに自動的に切 えて行く方式と

し,使用周波数は次の6波とした｡その使用方法は第3図のとおり

である｡

第2図
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基地局送信周波数

移動局送信周波数

462.025Mc

462.275Mc

412.025Mc

462.125Mc

462.475Mc

412.125Mc

3.2 列車内設備および基地局

列車内には第4図に示すとおりビュフェに無線機室と電話室があ

り,この中に無線機を設置し,操作盤によって取扱者に車内の電話

枚へ接続したり,呼出をさせる｡電話機はこの電話室と展望車にあ

る｡展望車は特に座席に座ったままで電話がかけられるよう,座席

横に 話磯接続用のジャックを設けてある｡このほか業務用として

前後部運転室と申筆墨にもある｡

基地局は弟2,3節に述べた東海道沿線14

各局の外観は舞2図のとおりである｡

3.3 交換接続方式

所に配置してある｡

無線基地局として小ゾーソ方式を採用し,一方列車無線側と地上

一般電話回線網との接続点として,現在の東海道線に対する運転指

令の管理区分より考え,さらに東京【大阪間の既設のマイクロ回線を

できるだけ有効に用いるための考慮を払って,統制局として,

静岡,名古
,大阪と決定し,次のような機能内容を決定した｡

(1)本装置としてほ公衆用と

要があるが,公衆系

務用に共用して経済化を計る必

話機と業務系電話機が本系統を通って通話

接続されることのないよう,人手を介さぬ非接続枚能を付与する｡

(2)公衆系通話の列車無線と一般公衆回線系の接続取扱点とし

ては電電公社では,とりあえず東京,名古屋,大阪の三都市だけ

であるので,鉄道管理局区分と一致しないが,これを交換制御で

解決を計ることとする｡

話 装

第3図 電波使用 割当 説 明 図

第4図 特急電車内列車電話機器配薦屑

基 地 図
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(3)公衆電話の場合,市外電話局の列車台扱者は電

であるので,列車の走行位置をあまり考

公社扱者

することなく希望列申

を呼び出しうる必要がある｡

(4)公衆電話,業務電話ともに一度接続された通話は適当時間

継続を保証されることが必要である｡特に小ゾーソ方式を採用す

る以上交換系では高度の制御機能を付し,列車移行に対処する追

跡機能,閉塞機能などが必要である｡

(5)取扱列車としては一応現在の東海道線の特別急行列車,急

行列車を考え,これに対し無線系統2チャンネルを地域的に重複

して使用できる限りのトラフィックを考 して,部分的な簡単な

増設に対処できるようにL,増設不可能な部分はあらかじめ最終

容量を設備することとした｡

以上のとおりの条件を基として考案実現されたのが接続系統図

に示されるような方式で,上記項目中,主として(3),(4)項のため

に追跡交換機を,さらに(1),(2),(3)項のために中継交換機を

配し,マイクロ回線2回線を用いて追跡交換機間を結合し,隣接統

制局までの列車追跡を可能とし,さらに同一電波使用中の列近接に

よる混信,干渉を生じせしめぬような閉塞方式を確立した｡次に中

継交換機間に同じく3回線を用いて,任意統制局からほかの任意統

制局の追跡交換機をも制御できるようにして,公衆,業務の取扱点

の相違から生ずる困難を除去するとともに任意統制局から,任意地

点で走行中の列車を一挙劫で捕捉できるようにした｡

4.使 用 状 況

以上に説明された方式により施設された東海道線列中電詣は7月

1日より業務用通信を,8月20日より公衆用電話を開始し,以後好

評のうちに使用されている｡

使用状況は8月20日より10日間の調査では第】,2表のとおり

であり,一日平均業務用33通話,公衆用167通話に及ぶサービスを

提供して,十分その枚能を発揮し,世評もきわめて良好な結果が得

られている｡

弟5 衆公臥 話の地域別取扱いひん度を示してある｡

本データによれば東京市外台扱の通話が全体の60%強を占めてい

る｡

現在はトソネル内および二,三の弱電界地域は不感地帯としてあ

るが,この状態で無作為に呼出を行った交換接続率データの一例を

弟3表に示す｡不感地帯を含んだ全区間について85%以上の接続

日立評論別冊第39号

第1表 列車電話使用調査表(公衆通話)

列 車 発
(通話)

101T

lO2T

lO3T

lO4T

lO5T

lO6T

lO7T

lO8T

倉

一口平均
137

列 車 蒼
(適者)

第2表 列車電話使用調査表(業務通話)

を示しているので,この種長距離移動無線に対する交換接続率とし

てはきわめて良好な特性といえる｡

トンネル対
,弱電界対策,そのほかの技術的問題については,

新幹線計画の検討も含めて,全線通話可能を目標とLて研究を進め

ている段階である｡

5.結 言

以上,今回東海道線に施設した列車電話の経緯および概要を述べ

た｡本1二事は過去にその規模において,またその技術的特殊性にお

いても例をムないもので,技術的にみて,このような無線,搬送,

交換技術の総合技術により始めて完成したもので,移動無線の交換

ソ`~二/別

列車発 ?♂J市外電三毛
l

東京 竺り重富諾
計 βJ♂(〃ガ)

列車発/♂♂

局別 名古屋
･･着 ガ 大阪

′･羞
〃

取頒数 こ† 〝～(尤彷) 計 J得(ガ%)

2列車洋公課電話通話路歎別便用月犬況

第5図 列 車 公 衆電話取技 状 況 図
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第3表 交 換 接 統 率 試 験 桔
-
果

6月12日下り第1つばめ地上→列車

㍉≠1j手品数l接続同数l%

6月12日上り第2つばめ列車→地上

呼出回数接続回数 %

6月14日上り第2こだま列辛→地上

呼出回数接続回数 %

6月14El下り第1こだま地上→列車

呼出回数 接続回数 %
局 名

名 古 屋

83

18

40

25

117

33

21

30

33

135

27

15

60

33

63

30

15

18

ただし呼山国数は3分間3回とした

技術として画期的な分野をひらいたものと確信する次第である｡こ

のためいろいろの技術的難問 に逢着したが,国鉄,製造 名聞の

掛､協力によi)これらのトラブルを克服してみごと実用の運びとな

ったことは慶賀にたえない｡

く∈藍≡>く≡彗≡>
特許弟261884号

終りに本計画の技術的面に種々適切なご助言をいただいた東京大

学阪本教授を始め委員会の各位,電波監理局,電電公社の各位,工

事を担当した業者の関係各位および国鉄技術研究所,そのほか国鉄

関係各位に厚くお礼申し上げる｡

特 許 の 紹 介

自 動 電

自動電話交換局の局間中継接続において呼び出す相手局への直通

の中継線が全部ふきがっている場合ほ,ほかの中継局を経て目的の

局へ到達せしめる,いわゆるう回中継を行って,中継線の能率を向

上せしめるが,この場合ある統一された番号方式のもとで行われる

のがしばしばである｡このう回中継を行うには発信局にダイヤルさ

れた番号の蓄積,交換,送出の装置すなわちデレクタ装置を設けて

う回中継の機能を有せしめるのが普通である｡しかるにこのデレク

タ装置は複雑,高価なる欠点がある｡本発明はこの点を解決するた

めに末端の下位局にはより簡単なダイヤル番号の識別装置と切替え

レビータを設置して,上位の局のデレクタ装置とあいまって下位の

局にも経済的に上位局と同様のう回中継の機能を有せしめるように

したもので,この場合,市外統一番号の採用が可能で特殊な番号を

用いて混乱をまねくことなく,下位局より発する中継線もう回中継

により能率よく使用することが可能である｡(高木)

話 交 換 機
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